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株主の皆様へ

　第９８期（２０１０年３月期）の事業の概況ならびに決算の内容に
ついてご報告申しあげます。 
■当期の概況と当社グループの主な取組み
　当期における経済情勢を見ますと、世界同時不況の影響により、
かつてないほどの厳しい経済状況にありましたが、各国の景気対
策効果や新興国の経済成長などにより少しずつ明るさを取り戻
す地域も出てきました。欧州では東欧・ロシア地域で回復は遅れ
ていますが、ドイツやフランスなど西欧地域では緩やかな回復傾
向を示しました。アジアでは中国の順調な経済成長に伴い、周辺
諸国でも活発な投資活動が見られるようになりました。一方、日
本や米国では景気は緩やかに持ち直しつつあるものの、依然と
して住宅着工数は低調に推移するなど本格的な回復には至りま
せんでした。 
　また世界の電動工具需要は、先進国では一昨年の金融不況以
前に比べて大きく減少し、その後の回復も遅れていますが、新興
国の中にはいち早く回復傾向を示した国も見られました。 
　このような情勢の中、当社グループでは全社を挙げてコスト削
減活動に取り組むとともに、経営基盤の整備を着実に実行いたし
ました。開発面では、小型・軽量化、低騒音・低振動を追求した電
動工具、充電式工具、園芸用機器などの製品群を継続的に拡充し
たほか、昨年１０月には東京技術開発センターを開設し、小型エン
ジンの環境性能を高めるための体制を強化しました。生産面に
おいては、高付加価値製品を多品種少量生産する国内工場およ
び量産品の生産拠点である中国工場を中軸とするグローバル生
産体制において、急激な需要の変動に迅速且つ柔軟に対応しな
がら高品質ブランドを維持するための生産体質の強化に努めま
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取締役社長 

した。営業面では、フランス、オランダ、ポーランドにおける販売
子会社の社屋を建て替え、販売店向け研修機能を強化したほか、
昨年１１月にはベトナムに販売子会社を設立するなど、業界No.１
の販売・アフターサービス体制を一層充実させました。 
■世界不況と円高の影響で連結業績は減収減益
　当期の連結業績は、世界同時不況により需要が大きく減少した
ことに加え、為替レートが前年対比で円高に推移したことにより
売上が目減りしたことなどから、売上高は２４５，８２３百万円と前期
を１６．４％下回る結果となりました。 
　利益面においては、在庫調整のための減産により工場の稼働
率が低下し売上原価率が上昇したほか、２００７年５月に取得したマ
キタ沼津に関するのれんおよび長期性資産に対して、約１６億円
の減損損失を認識したことなどにより、営業利益は前期を３９．３％
下回る３０，３９０百万円（営業利益率１２．４％）となりました。一方、
為替差益が発生したことなどにより営業外損益は前期に比べ大
幅に改善したものの、税金等調整前当期純利益は、前期比２４．６％
減の３３，５１８百万円（税金等調整前当期純利益率１３．６％）に留ま
りました。また、当社株主に帰属する当期純利益は、前期比３３．１
％減の２２，２５８百万円（当社株主に帰属する当期純利益率９．１％）
となりました。 
　なお、地域別の販売状況は次のとおりです。 
　国内は、住宅需要が引き続き低調に推移したことなどから、前
期比７．６％減の４２，６９７百万円となりました。 
　欧州は、ドイツやフランスなどで需要が底堅く推移しましたが、
東欧・ロシア市場では回復が遅れており、また欧州通貨に対して
円高が進んだことなどから、前期比２０．４％減の１０９，１０６百万円と
なりました。 
　北米は、米国においてホームセンター向けを中心としたクリス
マス商戦で健闘したものの、期を通じて住宅需要は低迷したこと
などから、前期比１８．４％減の３４，５０９百万円となりました。 
　アジアは、中国の経済成長を背景に下半期からは東南アジア
諸国の需要が回復してきましたが、上半期の落ち込みの影響が
大きく、前期比１６．５％減の１８，３７３百万円となりました。 
　その他の地域は、中南米は、ブラジルをはじめとして現地通貨ベー
スでは堅調に推移したものの、前期に比べて為替が円高であっ

たことなどから、前期比９．０％減の１５，２２８百万円となりました。
オセアニアは、オーストラリアの需要は堅調に推移したものの、
前期比０．７％減の１３，１１６百万円となりました。中近東・アフリカは、
ドバイショックの影響など市場環境が厳しい状況で推移したこと
などにより、前期比２２．３％減の１２，７９４百万円となりました。 
■対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、先進国における需要の回復は
緩やかなものに留まり、厳しい企業間競争が展開されることが見
込まれます。一方、住宅をはじめ継続的に建設需要が期待される
アジアなどの新興諸国において、低価格指向の強い市場が成長
することが予想されます。また、原材料価格の上昇や為替相場の
動向は予断を許さず、当社グループを取り巻く経営環境は、依然
厳しい状況が続くものと思われます。 
　こうした状況をふまえて当社グループは作業環境・地球環境に
優しい電動工具や園芸用機器等に関する研究開発力・製品開発力、
小型エンジンの技術開発力の強化、需要環境の変化に対応した
グローバル生産体制の体質強化、さらには国内および海外各地
域における業界No.1の販売・アフターサービス体制を維持・強
化することにより、高いブランド力を構築し｢Strong Company｣
の実現、すなわち世界各地域におけるプロ用電動工具をはじめ、
エア工具、園芸用機器など工具の国際的総合サプライヤーとし
てトップシェアの維持・獲得を目指してまいります。 
■年間配当金は１株につき５２円
　当社は、年間配当金１８円を下限とし、連結配当性向３０％以上
とすることを利益配分の基本方針としております。なお、特殊要
因がある場合には、これを加減算した調整後の当社株主に帰属
する当期純利益を基に配当額を決定いたします。この基本方針
に従い、当期の期末配当金は１株につき３７円とさせていただきま
した。なお、昨年１１月にお支払いした中間配当１５円と合わせて
年間配当金は１株につき５２円となっております。 
　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援ご協力を
賜りますようお願い申しあげます。 
　　２０１０年６月 
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（注）１．上記およびこの報告書で記載している金額は原則として百万円未満を四捨五入して表示しております。  
２．前期までの連結財務諸表について、当期の表示方法に合わせて組替えおよび修正表示をしております。  
｢当社株主に帰属する当期純利益｣は、２００９年３月期までの｢当期純利益｣と同じ内容です。 

３．当社は「利益配分に関する基本方針」（１３ページをご参照ください）に記載のとおり、特殊要因がある場合には、これを加減算した調整後の当社株主に帰属する
当期純利益を基に配当額を決定しております。当期においてマキタ沼津に関するのれんおよび長期性資産に対する減損損失約１６億円を販売費及び一般管理費
に計上しておりますが、配当金算出の際にはこれを特殊要因として加算しております。 

連結売上高 

営業利益 

売上高営業利益率 

税金等調整前当期純利益 

当社株主に帰属する当期純利益 

売上高当期純利益率 

当社株主の資本合計 

総資産 

株主資本比率 

設備投資額 

減価償却費 

研究開発費 

従業員数（人） 

期中平均株式数（株） 

１株当たり当社株主に帰属する当期純利益（円） 

1株当たり配当金（円） 

（単位：百万円） 
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■ 主な経営指標　（米国会計基準） 

連結業績の推移 
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営業利益率・当社株主に帰属する当期純利益率 
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■ 連結貸借対照表　（米国会計基準） （単位：百万円） 

連結決算の概要

２００９年３月期 ２００９年３月期２０１０年３月期 ２０１０年３月期増　減 増　減

資産の部

流動資産

現金及び現金同等物  

定期預金  

短期投資  

受取手形  

売掛金  

貸倒引当金 
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その他の流動資産 

流動資産合計

有形固定資産 
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自己株式、取得原価 

当社株主の資本合計 

非支配持分

資本合計

負債及び資本合計

６２,２９０ 

８,３８３ 

３３,６３９ 

２,２１４ 

４３,６８０ 

１,０１０ 

８８,８１１ 

６,４３４ 

９,３５６ 

２５３,７９７ 

 

１９，０５０ 

７０，６６８ 

７４，６５２ 

２，２５７ 

９３，４２７ 

７３,２００ 

 

１５，１６６ 

１，６１１ 

６，０６５ 

２２,８４２ 

３４９,８３９

２８,０７５ 

５,７６０ 

４,１６９ 

３９７ 

６０２ 

１１９ 

２２,１９１ 

８３０ 

１,９１３ 

１３,３９４ 

 

８７７ 

５,４４５ 

１９４ 

２,２５９ 

３,７５３ 

５０４ 

 

３,８７６ 

３,４３９ 

１,１４０ 

７０３

１３,１９５

 

 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

△ 

△ 

３８５ 

１８,３５９ 

６,８３５ 

１５,１２０ 

１,７２２ 

４０ 

４２,４６１ 

 

５４４ 

３,７７８ 

６７７ 

２,７０６ 

７,７０５

５０,１６６ 

 

 

２３,８０５ 

４５,４２０ 

２７６,４５９ 

４２,０３２ 

６,４４５ 

２９７,２０７

２,４６６

２９９,６７３

３４９,８３９

３４，２１５ 

２,６２３ 

２９，４７０ 

２,６１１ 

４３,０７８ 

　１,１２９ 

１１１,００２ 

７,２６４ 

１１,２６９ 

２４０,４０３ 

 

１８,１７３ 

６５,２２３ 

７４,４５８ 

４,５１６ 

８９,６７４ 

７２,６９６ 

 

１１,２９０ 

５,０５０ 

７,２０５ 

２３,５４５ 

３３６,６４４

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

２３９ 

１４,８２０ 

７,３６１ 

１５,５７５ 

２,７７２ 

５０ 

４０,８１７

 

８１８ 

７,１１６ 

５４８ 

１,５９９ 

１０,０８１

５０,８９８ 

 

 

２３,８０５ 

４５,４２０ 

２６３,１５６ 

４２,４６１ 

６,４３５ 

２８３,４８５

２,２６１

２８５,７４６

３３６,６４４

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

△ 

１４６ 

３,５３９ 

５２６ 

４５５ 

１,０５０ 

１０ 

１,６４４ 

 

２７４ 

３,３３８ 

１２９ 

１,１０７ 

２,３７６ 

７３２ 

 

 

 ー  

 ー  

１３,３０３ 

４２９ 

１０ 

１３,７２２

２０５

１３,９２７

１３,１９５

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

  

 

 

△ 

・在庫調整のための減産により棚卸資産は前期末より２２２億円
減少し８８８億円となりました。 

・海外販売子会社の新社屋建設などにより（P１２参照）、建物及
び構築物は前期末より５４億円増え７０７億円となりました。 

資産の部 資本の部 前期比４.９%増 前期比３.９%増 
資本の部では当社株主の資本合計が前期末より１３７億円増加し、
２,９７２億円となりました。この結果、当社の自己資本比率は前
年の８４.２%から０.８ポイント上昇し、８５.０%となりました。 

５ 



２９４,０３４

１７０,８９４ 

１２３,１４０ 

７３,０６５ 

５０,０７５

５,６３２ 

１,５６２ 

２３６ 

３,４０８ 

３,５４８ 

２ 

４４,４４３ 

１０,７３１ 

１１,２７７ 

５４６ 

３３,７１２ 

４２６ 

３３,２８６

 

 

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

 

△ 

２４５,８２３

１４９,９３８ 

９５,８８５

６５,４９５ 

３０,３９０

３,１２８

８８１ 

７１ 

２,０４４ 

２７４ 

ー 

３３,５１８

１０,９５２ 

８,７６０ 

２,１９２ 

２２,５６６

３０８ 

２２,２５８

 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

△ 

４８,２１１

２０,９５６ 

２７,２５５

７,５７０ 

１９,６８５

８,７６０

６８１ 

１６５ 

５,４５２ 

３,８２２ 

２ 

１０,９２５

２２１ 

２,５１７ 

２,７３８ 

１１,１４６

１１８ 

１１,０２８

△

△ 

△

△ 

△

△ 

 

 

 

 

△

 

△ 

 

△

 

△ 

△

△ 

△

△ 

△

△ 

△ 

 

 

 

△

 

△ 

 

△

△ 

△ 

１６.４

１２.３ 

２２.１

１０.４ 

３９.３ 

ー 

４３.６ 

６９.９ 

ー 

ー 

ー 

２４.６ 

２.１ 

２２.３ 

ー 

３３.１ 

２７.７ 

３３.１

■ 連結損益計算書　（米国会計基準）
（単位：百万円） 

増減額 増減率（%）２０１０年３月期２００９年３月期

売上高 

売上原価 

売上総利益

販売費及び一般管理費 

営業利益

営業外損益

　受取利息及び配当金 

　支払利息 

　為替差損益（純額） 

　有価証券実現損益（純額） 

　その他（純額） 

税金等調整前当期純利益

法人税等 

　当期税額 

　期間配分調整額 

当期純利益

非支配持分に帰属する当期純利益 

当社株主に帰属する当期純利益

２３６.９円
 
 

１００.７円 
１４４.１円 

１６１.６円
 
 

９２.９円 
１３１.２円 

△　 ７５.３円
 
 

７.８円高 
１２.９円高 

1株当たり当社株主に帰属する当期純利益

期中平均為替相場
 円/ドル 
 円/ユーロ 

国内
１７.４％
４２７億円

海外
８２.６％
２,０３１億円

売上高は前年同期に比べ１６.４%減少し、

２,４５８億円となりました。 

為替レートは全通貨の加重平均で９.６％

の円高となり、その影響で売上高が

２１５億円目減りしています。 

半期ベースで比較すると、前年上期

の１,７５６億円をピークに下期は１,１８５

億円と急激に業績が低下しましたが、

当期の上期以降は緩やかな回復傾向

を示しました。 

「世界不況と円高により減収」

２，４５８億円

前年下期を底に緩やかに回復傾向

売上高

売上高 営業利益 

前期上期 
２００８年４月～ 
２００８年９月 

１,７５６ 

３６０ 

１４０ 
１４９ 

１５５ 

（単位：億円） 

１,１８５ １,１８７ 
１,２７１ 

前期下期 
２００８年１０月～ 
２００９年 ３月 

当期上期 
２００９年４月～ 
２００９年９月 

当期下期 
２００９年１０月～ 
２０１０年 ３月 

６ 



■ 連結キャッシュ・フロー計算書　（米国会計基準）

連結決算の概要

２００９年３月期 ２０１０年３月期

（単位：百万円） 

フリー・キャッシュ・フロー

３９５億円

２８１億円
以上の結果に為替換算による減少２３億

円を含め、キャッシュ増加額は２８１億円と

なりました。 

キャッシュ増加額

財務活動によるキャッシュ・フロー

△９１億円
配当金の支払いなどにより９１億円の資

金支出となりました。 

当期のフリー・キャッシュ・フローは、当期

純利益が前期より約１１１億円減少したも

のの、在庫調整のための減産により棚卸

資産が大きく減少したことなどから前期

に比べて１７０億円増加し、３９５億円となり

ました。 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

当期純利益

営業活動による純増への修正

減価償却費 

法人税等期間配分調整額 

売却可能有価証券実現損（△益）、純額 

固定資産売除却損、純額 

減損損失 

流動資産・負債の変動 

受取手形及び売掛金 

棚卸資産 

支払債務及び未払費用 

未払法人税等 

退職給付債務 

その他、純額 

営業活動による純増

投資活動によるキャッシュ・フロー

資本的支出 

売却可能有価証券の購入 

満期保有目的有価証券の購入  

売却可能有価証券の売却 

売却可能有価証券の償還 

満期保有目的有価証券の償還  

固定資産の売却 

定期預金の増加、純額 

その他、純額 

投資活動による純増（　減）

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の減少、純額 

自己株式の取得及び売却、純額 

配当金 

その他、純額 

財務活動による純減

換算レートの変動に伴う影響額 

現金及び現金同等物の増減

現金及び現金同等物期首残高

現金及び現金同等物期末残高

３３,７１２

１１,５３４

８,８８７ 

５４６ 

３,５４８ 

４３０ 

ー 

 

９,５５５ 

１７,３１４ 

１０,００５ 

４,５８９ 

２,２９７ 

７９７ 

２２,１７８

 

１７,０４６ 

３７５ 

ー 

１５,３１０ 

２,５００ 

６００ 

１３５ 

５６０ 

３３２ 

２３２ 

 

１,３４５ 

１７,６４０ 

１３,８５５ 

３３９ 

３３,１７９ 

１,３２２ 

１２,０９１

４６,３０６

３４,２１５

△

 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

２２,５６６

３４,５６０

８,３０８ 

２,１９２ 

２７４ 

２８４ 

１,６０５ 

 

２９ 

２０,７３８ 

３,０１３ 

１,４８０ 

１,６１５ 

１,１４２ 

５７,１２６ 

 

１０,８３７ 

４,９９６ 

１,５２２ 

１,９６７ 

５００ 

３５０ 

２９９ 

３,３７５ 

５４ 

１７,６６８ 

 

７ 

１０ 

８,９５５ 

１４２ 

９,１１４ 

２,２６９ 

２８,０７５

３４,２１５

６２,２９０

 

 

△ 

 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

営業活動によるキャッシュ・フロー　　５７１億円
投資活動によるキャッシュ・フロー　△１７６億円

７ 



売　上　高 増　減

５５,７６７ 

３３,３０９ 

８９，０７６

８,０９２ 

２３,０６２ 

３１，１５４

 

日　本
日　本

欧　州

北　米

アジア

その他

合　計

セグメント間消去

連結合計

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

１０９,４８４ 

２,８０９ 

１１２，２９３

２７,７４６ 

１,３４５ 

２９，０９１

 

欧　州

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

３４,５４７ 

１,８４７ 

３６，３９４

７,８９９ 

２,８４３ 

１０，７４２

 

北　米

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

９,００７ 

５７,８２０ 

６６，８２７

９４７ 

２８,８７７ 

２９，８２４

 

アジア

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

３７,０１８ 

９８ 

３７，１１６

３,５２７ 

２３ 

３，５５０

 

その他

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

９５,８８３ 

２４５，８２３

５６,１５０ 

４８，２１１

２４５,８２３ 

９５,８８３ 

３４１，７０６

４８,２１１ 

５６,１５０ 

１０４，３６１

 

合　計

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

セグメント間消去 

連結合計

■ 所在地別セグメント情報　（米国会計基準）

営 業 利 益 増　減

（単位：百万円） 

日　本

欧　州

北　米

アジア

その他

合　計

セグメント間消去

連結合計

総　資　産 増　減

６４３ 

１２，８７５ 

３６０ 

８，８８０ 

２，１７４ 

２３，６４６ 

６，７４４ 

３０，３９０

２３２，２２６ 

１１０，００９ 

３０，２８１ 

５８，１４８ 

３９，２２９ 

４６９，８９３ 

１２０，０５４ 

３４９，８３９

８，７６４ 

６，８４１ 

４８５ 

３，３３３ 

２，６７６ 

２２，０９９ 

２，４１４ 

１９，６８５

３，０２６ 

８８８ 

３，２５２ 

９，８３７ 

３，０９５ 

５，７６６ 

７，４２９ 

１３，１９５

２００９年３月期 ２０１０年３月期 ２００９年３月期 ２０１０年３月期

２０１０年３月期

６３,８５９ 

５６，３７１ 

１２０，２３０

１３７，２３０ 

４，１５４ 

１４１，３８４

４２，４４６ 

４，６９０ 

４７，１３６

９，９５４ 

８６，６９７ 

９６，６５１

４０，５４５ 

１２１ 

４０，６６６

１５２，０３３ 

２９４，０３４

２９４，０３４ 

１５２，０３３ 

４４６，０６７

８，１２１ 

１９，７１６ 

８４５ 

１２，２１３ 

４，８５０ 

４５，７４５ 

４，３３０ 

５０，０７５

２３５，２５２ 

１１０，８９７ 

３３，５３３ 

４８，３１１ 

３６，１３４ 

４６４，１２７ 

１２７，４８３ 

３３６，６４４

２００９年３月期

所在地別セグメントは当社グループ４９社を所在地ごとにグ

ルーピングした区分であり、所在地別の収益貢献度などを知

る上で有効な情報となります。当期は日本の営業利益が大

きく減少していますが、これには減損損失約１６億円が含まれ

ており、これを除くと約１０億円の営業利益となります。 

なお４ページの地域別売上高は、販売地域別の売上高を集計

しているため、所在地別セグメントの売上高とは異なります。 

・日　本－住宅のプレハブ、プレカット化が進み、インパクト
ドライバなどのネジ締め工具の需要が多い。  

・欧　州－石造りや煉瓦造りの建築物が多いため、ハンマドリ
ルなどの石工用電動工具の需要が多い。 

・北　米－DIYが盛んであり、一般世帯でも電動工具を保有
する。クリスマスにプレゼントをすることも多い。 

・アジア－比較的石造りの住宅が多く、グラインダや振動ドリルな
どの需要が多い。ロングセラー製品が多いことも特徴。 

・その他－中南米、中近東・アフリカでは石工用電動工具、オ
セアニアでは木工用電動工具の需要が多い。 

所在地別セグメント 電動工具の地域性

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

 

 

 

△ 

 

 

 

△ △ △ 

△ △ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

８ 



標準時 

別売品 

使用時 

・特殊コーティング刃１６０� 
・ベースフレーム 

生垣用 

芝生用 

90mm高圧エア釘打
ＡＮ900ＨＸ
ハイパワーで硬質材にも 
余裕で釘打ち 
新JIS規格のN90釘に対応 

エアコンプレッサ
AC460XLB
業界最高タンク内圧力46気圧！ 
（2010年2月現在、当社調べ）で 
連続釘打ち本数が大幅に増加 

充電式クリーナ
CL141FDRFW
ワンタッチスイッチ仕様で 
連続運転が可能 
吸引力（強/標準）の切替も 
ワンタッチでできる 

充電式ミニ生垣バリカン
ＭＵＨ260ＤＷ

充電式小型集じん機
VC340DRF
業界初の充電式小型集じん機 

コードレスにより 
優れた取り回しを実現 

屋内・屋外兼用墨出し器 
SK308PH
耐衝撃構造で高精度を維持 

日常的な振動から 
本機をしっかりガード 

65mm高圧エア釘打
ＡＮ630Ｈ

★表紙の製品

充電式インパクトドライバ
ＴＤ133ＤＲＦＸ/Ｗ/Ｂ
多種多様な材料にパワフル対応 
ブラシレスモータ搭載でメンテナンスフリー 

エンジンチェンソー
MDE354
優れた振動低減構造で 
ハードな作業での 
作業者への負担を軽減 
楽らくスタート付でスムーズな始動 

集じん機
490
パワフル集じん機　吸込仕事率300W 

大型キャスタベース 
採用により 
倒れにくく、 
安定した移動 
を実現 

当社独自の 
「可動式ドライバガイド」 
搭載により切替の手間なく 
細い釘から太い釘まで 
幅広く使用可能 

新製品ダイジェスト
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７６，９７８

１，６４５ 

１７,８０１ 

２１,３３７ 

１２,９７０ 

１８,９２２ 

４,３０３ 

１５１，５２４

４０，４１３

１９，５５３ 

２，９７７ 

１２，８１３ 

５，０７０ 

９９０

１１０，１２１

１９，４２２ 

８１，３３２ 

９，３６７ 

２２８，５０２

７６,６９７

５,３１８ 

１８,１４１ 

２６,５７５ 

１１,８７１ 

１１,１９１ 

３,６０１ 

１５０,０８５

３７,７９１

２０,４９２ 

２,１５８ 

１２,７５８ 

２,３８３ 

３,３８８

１０８,９０６

２２,２２３ 

７９,２５０ 

７,４３３ 

２２６,７８２

１３，８７２

３２４ 

４，１０４ 

１２８ 

２７８ 

９,０３８ 

６４０

１９０ 

４５０

－

１４，５１２

 

２４,２０６ 

４７,５２５ 

１４７,３２７ 

１,３６８ 

６,４３６ 

２１３,９９０

２２８，５０２

１３,３１７

２２４ 

５,７３２ 

９６ 

３８９ 

６,８７６ 

２,７４６

１８３ 

３８４ 

２,１７９ 

１６,０６３

 

２４,２０６ 

４７,５２５ 

１４１,６２７ 

３,８０６ 

６,４４５ 

２１０,７１９

２２６,７８２

△ △ 

△ 

資産の部

流動資産 

　現金及び預金 

　受取手形及び売掛金  

　有価証券  

　たな卸資産  

　関係会社短期貸付金  

　その他の流動資産 

固定資産

　有形固定資産

　　建物 

　　機械及び装置 

　　土地  

　　その他の有形固定資産 

　無形固定資産

　投資その他の資産

　　投資有価証券 

　　関係会社株式・出資金 

　　その他の投資等 

　資産合計

売上高

売上原価 

販売費及び一般管理費 

営業利益又は営業損失（△）

営業外収益 

営業外費用 

経常利益

特別利益 

特別損失 

税引前当期純利益

法人税等 

当期純利益

■ 貸借対照表（要約）

■ 損益計算書（要約）

単独決算の概要

（単位：百万円） 

科　　　目

科　　　目

２００９年３月期 ２０１０年３月期

２００９年３月期 ２０１０年３月期

負債の部

流動負債

　支払手形 

　買掛金 

　役員賞与引当金 

　製品保証引当金 

　その他の流動負債 

固定負債

　退職給付引当金 

　役員退職慰労引当金 

　その他の固定負債

　負債合計

純資産の部

　資本金 

　資本剰余金 

　利益剰余金 

　その他有価証券評価差額金 

　自己株式 

　純資産合計

　負債純資産合計

（単位：百万円） 

科　　　目 ２００９年３月期 ２０１０年３月期

（注）有形固定資産の減価償却累計額 ６１,１８１ ６４,２５２ 

１１３，９７６

７９，５５９ 

 ２６，９３５ 

 ７，４８２

 １１，１５７ 

 ９０８ 

 １７，７３１

 ４７７ 

 ３,６９４ 

 １４，５１４

８８５ 

 １３，６２９

 ８２,６５７

５７,８６９ 

２５,２１１ 

４２３

７,８６０ 

１８ 

７,４１９

１９６ 

２,９１９ 

４,６９６

１,４４１ 

３,２５５

１０ 



■ 「環境」への取り組み

■ 東南海・三河地震６５年 安城市民防災フェアに出展

　当社は愛知県安城市において２００９年１２月に開催された参加型のイベ

ントを通して総合的に防災を学ぶことを目的とした｢東南海・三河地震６５

年 安城市民防災フェア｣に出展しました。 

　瓦礫の下に埋もれた人を救助する際の救助用機材としてコンクリート

を切断するエンジンカッタやエンジンチェンソー、発電機などを展示し、

来場された小学生から大人まで幅広い年齢の方に製品の使用方法の紹

介を行いました。 

トピックス

▲製品の紹介をする当社スタッフ 

　当社は、環境と経済の融合による｢持続可能な循環型社会｣の構築

に向けて、グループ全体で取り組んでいます。 

　２０１０年３月、ブラジル工場において環境の国際規格であるISO１４００１

の認証を取得いたしました。これにより、グループの生産拠点である

９工場すべてにおいて、同規格の認証取得を完了しております。 

　各工場では環境マネジメントシステムの運用とともに、環境負荷削

減活動にも積極的に取り組みを行っており、当期はCO２排出量を昨

年比で１８.２％削減いたしました。 

　製品の環境対策に関してはＥＵ加盟国で２００７年に施行されている

化学物質規制（ＲＥＡＣＨ）について、人間や環境への悪影響が懸念さ

れる高懸念物質（ＳＶＨＣ）の含有調査を行っております。２０１０年に

は認可対象物質の候補となる物質がさらに増加しており、含有情報

収集が継続的に必要になっておりますが、当社グループはこの規制に

対して適切に対応しております。 

▲ ISO１４００１を取得したブラジル現地スタッフ 

REACH規制に対する当社の取り組み

２００７年 ２００８年 

２００９年 ２０１０年（計画）

�規制に関するプロジェ
クトを発足。 

�欧州子会社で製造・輸入
している製品に含まれる
化学物質（年間１ｔ以上）
の予備登録を実施。 

�当社グループに納品して
いる全取引先に高懸念
物質の含有情報を収集。 

�新たに追加された認可
物質候補に関して調査
を開始。認可物質は早
期代替化を推進。 

１１ 



■ グローバルな販売・アフターサービス体制を強化

▲イベント用大型トレーラー 

▲スーパークロスレース 
　の会場 

▲ベトナム社屋 

▲ポーランド 
　現地スタッフ 

▲オランダ研修風景 

■ ＡＭＡスーパークロスレースに協賛

　２０１０年１月、アメリカのカリフォルニア州にあるエンジェル・スタジアムにお

いてバイクレースのＡＭＡスーパークロスレースが開催され、当社子会社の

マキタ・アメリカが協賛しました。スタジアムの大型スクリーンにもマキタの

宣伝が上映され、訪れた４万人を超える観客にマキタを知っていただく良い

機会となりました。 

　またスタジアムに隣接したイベント会場では、スポンサー企業としてマキタ

のイベント用大型トレーラーを設置し、製品の展示と実演を行いました。イベ

ント会場には約２万人が訪れ、多くの来場者に当社の製品を実際に手に取って

体験していただきました。 

　２００９年１１月、ベトナムにおいてタイ、インドネシアなど東南アジア市場向

け代理店として長年取引実績のある泰盛貿易株式会社との合弁によりアジ

ア８社目、マキタグループの海外現地法人４６社目となる販売現地法人を

設立し、２０１０年４月より営業を開始いたしました。２００７年のＷＴＯ正式加

盟等を経て市場経済化が進むベトナムは、今後も一層の市場の成長が期待

されています。 

　また、ポーランドやオランダの現地法人では販売・アフターサービス体制

の強化のため、社屋の建て替えを行いました。新社屋では倉庫の拡充によ

り、物流の効率化を図るとともに、販売店様を対象とした研修プログラムの

ための施設を充実させております。 
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株　　　主　　　名 

合　　計 

株式数（千株） 持株比率（％） 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口） 

日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口）  

株式会社三菱東京UFJ銀行  

日本生命保険相互会社 

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フォー デポジタリー レシート ホルダーズ 

マキタ取引先投資会  

株式会社マルワ   

株式会社三井住友銀行  

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５２２５   

後藤昌彦 

８,１９３ 

６,８０２ 

４,２１３ 

４,０１３ 

３,８９６ 

３,８７５ 

３,６６９ 

２,９００ 

２,３４８ 

１,９８７ 

４１,８９６ 

５.８５ 

４.８６ 

３.０１ 

２.８６ 

２.７８ 

２.７７ 

２.６２ 

２.０７ 

１.６８ 

１.４２ 

２９.９２ 

株式の状況 

■ 発行可能株式総数 
■ 発行済株式の総数 

■ 所有者別の状況 

■ 大株主（上位１０名） 
■ 株主数 １５,２７２名 

４９６,０００,０００株 

１４０,００８,７６０株 （自己株式　２,２４８,３５８株を含む） 

（２００９年３月末との比較　１,４９６名減） 
自己株式 
（１.６％） 
２,２４８千株 

金融機関・証券会社 
（３４.４％） 
４８,１３１千株 

その他 
国内法人 
（１２.１％） 
１６,９３３千株 

外国人 
（３４.１％） 
４７,８１０千株 

その他 
国内法人 
（２.５％） 
３８４名 

金融機関・証券会社 
（０.９％） 
１３５名 

個人・その他 
（９３.６％） 
１４,３００名 

外国人 
（３.０％） 
４５２名 

個人・その他 
（１７.８％） 
２４,８８７千株 

自己株式（０.０％）１名 

株式数 

株主数 

（２０１０年３月３１日現在） 

（注） 1. 持株比率は当期末の発行済株式の総数（自己株式を含む）を基に算出しております。 
２. ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フォー デポジタリー レシート ホルダーズは、
ADR（米国預託証券）の受託機関であるニューヨーク銀行の株式名義人であります。 

３. 上記のほか、自己株式２,２４８千株を保有しております。 

当社は、２００４年３月期に利益配分に関する基本方針を定めており、年間配当金１８円を下限とし、連結配当性向の３０％以上としております。ただし特

殊要因がある場合には、これを加減算した調整後の当社株主に帰属する当期純利益を基に配当額を決定いたします。また、自己株式の取得につい

ては、機動的な資本政策の遂行、資本効率の向上を通じた株主利益の増加を目的として、株価動向等を考慮した上で検討していく所存であります。 

■ 利益配分に関する基本方針 

■ 株価の推移 ２６,０００ 

２４,０００ 

２２,０００ 

２０,０００ 

１８,０００ 

１６,０００ 

１４,０００ 

１２,０００ 

１０,０００ 

８,０００ 

６,０００ 

（円） 
６,０００ 

５,５００ 

５,０００ 

４，５００ 

４,０００ 

３,５００ 

３,０００ 

２,５００ 

２,０００ 

１,５００ 

１,０００ 
２００７年１月 ２００８年１月 ２００９年１月 ２０１０年１月 

（円） 

高値 

始値 
終値 

安値 

黒色：始値＞終値 
白色：終値＞始値 
 

高値 

終値 
始値 

安値 

東京証券取引所における 
株価チャート 

マキタの株価（左軸） 

日経平均（右軸） 

１３ 



（２０１０年３月３１日現在） 

会社の概要 

商 号  

取締役社長
 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

社外取締役 

 

常務執行役員 

常務執行役員 

常務執行役員 

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

 
 海外営業担当 
兼海外営業本部長（欧州・中近東・アフリカ担当） 
生産担当兼生産本部長 
 海外営業担当 
兼海外営業本部長（米州・アジア・オセアニア担当） 
開発技術本部長（研究開発担当） 
  
国内営業担当兼国内営業本部長 
 
品質本部長 
 
購買本部長 
 
生産本部長（中国工場担当） 
 
管理本部長　 
 
株式会社ジェイテクト代表取締役 
 

後　藤　昌　彦 
神　崎　康　彦 
鳥　居　忠　良 
堀　　　司　郎 
加　藤　友　康 
浅　沼　　　正 
丹　羽　久　能 
冨　田　真一郎 
金　子　哲　久 
青　木　洋　二 
横　山　元　　 

常勤監査役 

常勤監査役 

監 査 役  

監 査 役  

 

 

（公認会計士） 

（弁護士） 

山 添 俊 仁  
久 恒 治 人  
中 村 雅 文  
近 藤 倫 行  

■ 会計監査人 

あずさ監査法人（KPMGメンバーファーム） 

取締役 

監査役 

■ 取締役および監査役 

本社所在地  愛知県安城市住吉町３丁目１１番８号 

〒４４６-８５０２ 

TEL ０５６６-９８-１７１１（代表） 

ホームページアドレス　http://www.makita.co.jp/

創 業  

設 立  

資 本 金  

主な事業内容 

１９１５年（大正４年）３月２１日 

１９３８年（昭和１３年）１２月１０日 

２４２億５６１万円 

電動工具、エア工具、園芸用機器、 

家庭用機器等の製造・販売 

連結子会社  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 場  

 

 

従 業 員 数  

４８社（国内２社、海外４６社） 

主要な子会社 

マキタ U.S.A.Inc. 

マキタ（U.K.）Ltd. 

マキタ・フランス SAS 

マキタ・ヴェルクツォイク G.m.b.H.（ドイツ） 

マキタ Oy（フィンランド） 

マキタ・ガルフ FZE（アラブ首長国連邦） 

マキタ・オーストラリア Pty.Ltd. 

牧田（中国）有限公司 

牧田（昆山）有限公司 

国内２ヶ所 

海外７ヶ所（中国２ヶ所、米国、ブラジル、英国、 

ドイツ、ルーマニア） 

連結１０,３２８人 

単独 ２,８６５人 

※ 

（注）久恒治人、中村雅文、近藤倫行の３氏は社外監査役であり、当社が証券取引所の 
　　定めに基づき指定した独立役員であります。 

（２０１０年６月２５日現在） 

（注）１.※印は代表取締役であります。 
　　２.横山元　氏は当社が証券取引所の定めに基づき指定した独立役員であります。 

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

国内営業本部長（東京営業部担当） 

国内営業本部長（大阪営業部担当） 

マキタ U.S.A.Inc. 責任者 

ドルマー G.m.b.H.（ドイツ）責任者 

開発技術本部副本部長（製品開発担当） 

益　子　善　次 
日　向　敏　夫 
岡　本　　　啓 
木　島　民　郎 
横　山　　　修 

■ 執行役員 

１４ 
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株主メモ 

事 業 年 度  

定時株主総会  

単 元 株 式 数  

株主確定基準日 

 

株主名簿管理人 

 

同事務取扱場所 

 

郵便物送付先  

 

（電話照会先） 

 

 

 

公 告 方 法  

電子公告掲載アドレス 

上場証券市場  

ホームページを通じて、企業活動や製品に関する詳しい

情報をご覧いただけます。 

【製品情報】 

新製品のご紹介、電動工具、エア工具、ホーム用電動工具、

園芸用機器等の各種カタログのほか、電動工具を使って

できる工作特集や取扱説明書がご覧いただけます。 

【企業情報】 

当社の概要や沿革などがご覧いただけます。 

【投資家情報】 

業績の推移、決算情報、プレスリリースのほか決算発表予

定日などの情報をタイムリーに提供しております。 

４月１日から翌年３月３１日まで 

６月 

１００株 

１）定時株主総会、期末配当金　３月３１日 

２）中間配当金　　　　　　　　９月３０日 

中央三井信託銀行株式会社 

〒１０５-８５７４　東京都港区芝三丁目３３番１号 

〒４６０-８６８５　名古屋市中区栄三丁目１５番３３号 

中央三井信託銀行株式会社　名古屋支店証券代行部 

〒１６８-００６３　東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部 

電話　０１２０-７８-２０３１（フリーダイヤル） 

取次事務は中央三井信託銀行株式会社の本店

および全国各支店ならびに日本証券代行株式会

社の本店および全国各支店で行っております。 

電子公告 

http://www.makita.co.jp/ir/index1.htm 

国内：東京、名古屋　証券コード　６５８６ 

海外：米国ナスダック　証券コードMKTAY

【お知らせ】 
１．住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について 

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。なお、証券会社に口座が
ないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関
である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。 

２．未払配当金の支払いについて 
株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。 

３．株主様のご住所・お名前に使用する文字に関してのご案内 
株券電子化に伴い、株主様のご住所・お名前の文字に、株式会社証券保管
振替機構（ほふり）が振替制度で指定していない漢字等が含まれている場
合は、その全部または一部をほふりが指定した文字またはカタカナに変換
して、株主名簿にご登録いたしております。このため、株主様にご送付する
通知物の宛先が、ほふりが指定した文字に置換えられる場合がありますの
でご了承ください。株主様のご住所・お名前として登録されている文字に
ついては、お取引の証券会社等にお問い合せください。 

４．配当金計算書について 
配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規
定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う際は、その添
付資料としてご使用いただくことができます。なお、配当金領収証にて配
当金をお受取りの株主様につきましても、本年より配当支払いの都度「配
当金計算書」を同封させていただいております。 
＊確定申告をなされる株主様は、大切に保管してください。 

■ ホームページのご案内 

▲マキタ トップページ ▲投資家向け情報サイト 
http://www.makita.co.jp/ir/index.htmlhttp://www.makita.co.jp/


